
本サンプル問題は、一般財団法人総合福祉研究会の作成によるものであり、著作権も
同会に帰属しております。
なお、本サンプル問題は、書籍制作時点で最新のものではありますが、変更されるこ
ともありますので、最新のものは一般財団法人総合福祉研究会のホームページにてご
確認ください。
https://www.sofukuken.gr.jp/test-10/
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サンプル問題

社会福祉法人経営実務検定試験 
解答用紙 
会計１級 

（令和○年○○月○日施行）

試験会場番号 

所

属

該当する項目に☑をご記入ください 
□社会福祉法人役員 □会計事務所職員

□社会福祉法人（社協以外）職員 □公務員

□社会福祉協議会職員 □学生

□金融機関職員 □会社員（役員を含む） □その他（ ） 
受

験

番

号 

氏

名

得

点
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１
（単位：円）

借 方 貸 方

科 目 金 額 科 目 金 額

①

②

③

④

⑤

購入時の仕訳

期末の仕訳

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１
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１
（単位：円）

借 方 貸 方

科 目 金 額 科 目 金 額

①

②

③

④

⑤

購入時の仕訳

期末の仕訳

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１
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２

（１）

基 本 金 円

国 庫 補 助 金 等 特 別 積 立 金 円

（２）

国 庫 補 助 金 等 特 別 積 立 金 円

過 年 度 修 正 額 円

（３）

賞 与 引 当 金 円

職 員 賞 与 円

（４）

勘 定 科 目 金 額

円

円

円

円

円

ﾌｧｲﾅ ﾝ ｽ ･ ﾘ ｰ ｽ債務の返済支出 円

支 払 利 息 支 出 円

（５） 納付税額 円

２ 
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３
保育園拠点区分資金収支計算書

（自）令和４年 月 日 （至）令和５年 月 日

（単位：円）
勘勘定定科科目目 予予算算 決決算算 差差異異 備備考考

事事
業業
活活
動動
にに
よよ
るる
収収
支支

収収
入入

保保育育事事業業収収入入

委託費収入

利用者等利用料収入

利用者等利用料収入（一般）

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

そそのの他他のの収収入入

受入研修費収入

利用者等外給食費収入

雑収入

事事業業活活動動収収入入計計（（ ））

支支
出出

人人件件費費支支出出

職員給料支出

職員賞与支出

非常勤職員給与支出

退職給付支出

法定福利費支出

事事業業費費支支出出

給食費支出

保健衛生費支出

保育材料費支出

水道光熱費支出

消耗器具備品費支出

保険料支出

賃借料支出

車輌費支出

事事務務費費支支出出

福利厚生費支出

職員被服費支出

旅費交通費支出

研修研究費支出

事務消耗品費支出

水道光熱費支出

修繕費支出

通信運搬費支出

会議費支出

広報費支出

業務委託費支出

手数料支出

保険料支出

賃借料支出

土地・建物賃借料支出

租税公課支出

保守料支出

渉外費支出
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３
保育園拠点区分資金収支計算書

（自）令和４年 月 日 （至）令和５年 月 日

（単位：円）
勘勘定定科科目目 予予算算 決決算算 差差異異 備備考考

事事
業業
活活
動動
にに
よよ
るる
収収
支支

収収
入入

保保育育事事業業収収入入

委託費収入

利用者等利用料収入

利用者等利用料収入（一般）

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

そそのの他他のの収収入入

受入研修費収入

利用者等外給食費収入

雑収入

事事業業活活動動収収入入計計（（ ））

支支
出出

人人件件費費支支出出

職員給料支出

職員賞与支出

非常勤職員給与支出

退職給付支出

法定福利費支出

事事業業費費支支出出

給食費支出

保健衛生費支出

保育材料費支出

水道光熱費支出

消耗器具備品費支出

保険料支出

賃借料支出

車輌費支出

事事務務費費支支出出

福利厚生費支出

職員被服費支出

旅費交通費支出

研修研究費支出

事務消耗品費支出

水道光熱費支出

修繕費支出

通信運搬費支出

会議費支出

広報費支出

業務委託費支出

手数料支出

保険料支出

賃借料支出

土地・建物賃借料支出

租税公課支出

保守料支出

渉外費支出
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諸会費支出

雑支出

支支払払利利息息支支出出

そそのの他他のの支支出出

利用者等外給食費支出

事事業業活活動動支支出出計計（（ ））

事事業業活活動動資資金金収収支支差差額額（（ ）） （（ ）） （（ ））

施施
設設
整整
備備
等等
にに
よよ
るる
収収
支支

収収
入入

施施設設整整備備等等補補助助金金収収入入

施施設設整整備備等等寄寄附附金金収収入入

設設備備資資金金借借入入金金収収入入

固固定定資資産産売売却却収収入入

施施設設整整備備等等収収入入計計（（ ））

支支
出出

設設備備資資金金借借入入金金元元金金償償還還支支出出

固固定定資資産産取取得得支支出出

器具及び備品取得支出

施施設設整整備備等等支支出出計計（（ ））

施施設設整整備備等等資資金金収収支支差差額額（（ ）） （（ ）） （（ ）） △

そそ
のの
他他
のの
活活
動動
にに
よよ
るる
収収
支支

収収
入入

積積立立資資産産取取崩崩収収入入

退職給付引当資産取崩収入

そそのの他他のの活活動動収収入入計計（（ ））

支支
出出

積積立立資資産産支支出出

退職給付引当資産支出

保育所施設・設備整備積立金積立支出

そそのの他他のの活活動動支支出出計計（（ ））

そそのの他他のの活活動動資資金金収収支支差差額額（（ ）） （（ ）） （（ ）） △ △ △

予予備備費費支支出出（（１１００））
△

当当期期資資金金収収支支差差額額合合計計（（ ）） （（ ）） （（ ）） （（ ）） （（ ）） △

前前期期末末支支払払資資金金残残高高（（ ））

当当期期末末支支払払資資金金残残高高（（ ）） （（ ）） △

３
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４
３．「再取得に必要な財産」※ 割合は小数点以下第 位を四捨五入。

（１）将来の建替費用

財産の名称等 取得年度
建設時延べ床面積

（小数点以下第４

位を四捨五入）

建設時自己資金 大規模修繕実績額 減価償却累計額

園舎生活訓練

紙器工場

製菓工場

作業棟・体育棟

作業室・倉庫

体育倉庫

合計

建設単価等上昇率

①建設工事費

デフレーター

②１㎡当たり単価上昇率
①、②のいずれ

か高い方の率
一般的１㎡当

たり単価（ ）

当該建物の建設時

の取得価額（ ）

建設時延べ床

面積（ ）
（ ）

自己資金比率

合計額③一般的自己

資金比率

④建設時自己資金比率
③、④のいずれ

か高い方の率
建設時自己

資金（ ）
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４
３．「再取得に必要な財産」※ 割合は小数点以下第 位を四捨五入。

（１）将来の建替費用

財産の名称等 取得年度
建設時延べ床面積

（小数点以下第４

位を四捨五入）

建設時自己資金 大規模修繕実績額 減価償却累計額

園舎生活訓練

紙器工場

製菓工場

作業棟・体育棟

作業室・倉庫

体育倉庫

合計

建設単価等上昇率

①建設工事費

デフレーター

②１㎡当たり単価上昇率
①、②のいずれ

か高い方の率
一般的１㎡当

たり単価（ ）

当該建物の建設時

の取得価額（ ）

建設時延べ床

面積（ ）
（ ）

自己資金比率

合計額③一般的自己

資金比率

④建設時自己資金比率
③、④のいずれ

か高い方の率
建設時自己

資金（ ）
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（２）大規模修繕に必要な費用

減価償却累計額

（ ）

一般的大規模修繕

費用比率（ ）

大規模修繕実績額 合計額①

※大規模修繕額が不明な場合
合計額（①、②

のいずれか）
貸借対照表価額

（ ）

合計額②（（ × ）

× （ ＋ ））

（３）設備・車輌等の更新に必要な費用 （４）合計

合計 項目 金額

将来の建替費用

大規模修繕に必要な費用

設備・車輌等の更新に必要な費用

合計

４．「必要な運転資金」

項目 金額 月数 合計額

年間事業活動支出

５．「計算の特例」

項目 金額 月数 合計額

年間事業活動支出

６．「社会福祉充実残額」

項目 金額
控除対象財産計

活用可能な財産

社会福祉法に基づく事業に

活用している不動産等

再取得に必要な財産

必要な運転資金

計算の特例

合計

4 
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５
第二号第一様式

法人単位事業活動計算書
（自）令和４年４月１日 （至）令和５年３月 日 単位：円

勘 定 科 目 当年度決算 前年度決算 増減

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

介護保険事業収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

サービス活動収益計

費
用

人件費

事業費

事務費

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

その他の費用

サービス活動費用計

サービス活動増減差額 ＝ －

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益

投資有価証券評価益

投資有価証券売却益

その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計

費
用

支払利息

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計

サービス活動外増減差額 ＝ －

経常増減差額（ ）＝（ ） （ ）

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等補助金収益

施設整備等寄附金収益

固定資産受贈額

その他の特別収益

特別収益計

費
用

基本金組入額

資産評価損

固定資産売却損・処分損

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）

国庫補助金等特別積立金積立額

災害損失

その他の特別損失

特別費用計

特別増減差額

当期活動増減差額

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額

当期末繰越活動増減差額

基本金取崩額

その他の積立金取崩額

その他の積立金積立額

次期繰越活動増減差額
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５
第二号第一様式

法人単位事業活動計算書
（自）令和４年４月１日 （至）令和５年３月 日 単位：円

勘 定 科 目 当年度決算 前年度決算 増減

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

介護保険事業収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

サービス活動収益計

費
用

人件費

事業費

事務費

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

その他の費用

サービス活動費用計

サービス活動増減差額 ＝ －

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益

投資有価証券評価益

投資有価証券売却益

その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計

費
用

支払利息

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計

サービス活動外増減差額 ＝ －

経常増減差額（ ）＝（ ） （ ）

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等補助金収益

施設整備等寄附金収益

固定資産受贈額

その他の特別収益

特別収益計

費
用

基本金組入額

資産評価損

固定資産売却損・処分損

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）

国庫補助金等特別積立金積立額

災害損失

その他の特別損失

特別費用計

特別増減差額

当期活動増減差額

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額

当期末繰越活動増減差額

基本金取崩額

その他の積立金取崩額

その他の積立金積立額

次期繰越活動増減差額
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第三号第一様式

法人単位貸借対照表

令和５年３月 日現在 （単位：円）

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債

現金預金 短期運営資金借入金

有価証券 事業未払金

事業未収金 その他の未払金

未収補助金 年以内返済予定設備資金借入金

未収収益 年以内返済予定リース債務

貯蔵品 職員預り金

立替金 賞与引当金

前払費用 その他の流動負債

仮払金

その他の流動資産

徴収不能引当金

固定資産 固定負債

基本財産 設備資金借入金

土地 リース債務

建物 退職給付引当金

その他の固定資産 その他の固定負債

構築物 負債の部合計

車輛運搬具

器具及び備品 基本金

有形リース資産 国庫補助金等特別積立金

ソフトウェア 施設整備等積立金

退職給付引当資産 次期繰越活動増減差額

施設整備等積立資産 （うち当期活動増減差額）

長期前払費用

その他の固定資産 純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

５


